
第一三回

参第七号

旅行あつ
、、
旋業法（案）

（この法律の目的）

第一条　この法律は、旅行あつ
、、
旋業の健全な発達を図り、日本人及び外国人の旅客の接遇

の向上に資することを目的とする。

（定義）

第二条　この法律で「旅行あつ
、、
旋」とは、左に掲げる行為であつて、運輸省令で定めるも

のをいう。

一　日本人（日本の国籍を有する者をいい、外国に住所を有する者を除く。）又は外国

人（日本人以外の者をいう。）のために、他人の経営する運送機関、宿泊施設その他

の旅行に関する施設の利用について、対価（これらの施設を経営する者から受けるも

のを含む。以下同じ。）を得て、あつ
、、
旋すること。

二　自己の経営する運送機関による日本人又は外国人の運送（これと関連して行う他人

の経営する運送機関による運送を含む。）に附随して、対価を得て、宿泊その他の旅

行に関するサービスを提供すること。

三　前号に掲げるものの外、対価を得て、他人の経営する運送機関若しくは宿泊施設を

利用して、日本人若しくは外国人を運送し若しくは宿泊させ、又はこれらの行為に附

随してその他の旅行に関するサービスを提供すること。

２　この法律で「旅行あつ
、、
旋業」とは、旅行あつ

、、
旋を行う事業をいう。

３　この法律で「一般旅行あつ
、、
旋業」とは、外国人又は外国人及び日本人を対象とする旅

行あつ
、、
旋業をいう。

４　この法律で「邦人旅行あつ
、、
旋業」とは、日本人を対象とする旅行あつ

、、
旋業をいう。

（登録）

第三条　一般旅行あつ
、、
旋業又は邦人旅行あつ

、、
旋業を営もうとする者は、運輸大臣の行う登

録を受けなければならない。但し、鉄道、軌道、索道若しくは無軌条電車による運輸事

業、旅客を運送する一般自動車運送事業、定期航路事業又は航空事業の免許又は特許を

受けた者が日本人を対象として前条第一項第二号の行為を行う事業を営む場合は、この

限りでない。

（登録の申請）

第四条　前条の登録を受けようとする者は、左に掲げる事項を記載した申請書を運輸大臣

に提出しなければならない。

一　一般旅行あつ
、、
旋業又は邦人旅行あつ

、、
旋業の別

二　営業所又は代理店の名称及び位置

三　事業の経営上使用する商号があるときはその商号

四　申請者の氏名又は名称及び住所



五　法人である場合においては、その役員の氏名及び住所

２　申請書には、事業の計画その他の運輸省令で定める事項を記載した書類を添附しなけ

ればならない。

（登録の実施）

第五条　運輸大臣は、前条の規定による登録の申請があつた場合においては、次条第一項

の規定により登録を拒否する場合を除く外、左に掲げる事項を旅行あつ
、、
旋業者登録簿に

登録しなければならない。

一　前条第一項各号に掲げる事項

二　登録年月日

２　運輸大臣は、前項の規定による登録をした場合においては、直ちにその旨を登録の申

請者に通知し、且つ、告示しなければならない。

（登録の拒否）

第六条　運輸大臣は、登録の申請者が左の各号の一に該当する場合には、その登録を拒否

しなければならない。

一　第十九条の規定により旅行あつ
、、
旋業の登録を取り消され、その取消の日から二年を

経過していない者

二　三年の懲役又は禁こ
、
の刑以上の刑に処せられ、その執行を終り、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から二年を経過していない者

三　登録の申請前二年間に旅行あつ
、、
旋に関し不正な行為をした者

四　営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号の一

に該当するもの

五　禁治産者若しくは準禁治産者又は破産者で復権を得ないもの

六　法人であつて、その役員のうちに第一号から第三号まで又は前号の一に該当する者

があるもの

七　一般旅行あつ
、、
旋業の登録にあつては、申請者又はその使用人その他の従業者が外国

人を対象とする旅行あつ
、、
旋に関し相当の経験又は能力を有しないもの

２　運輸大臣は、前項の規定による登録の拒否をした場合においては、理由を附して、そ

の旨を申請者に通知しなければならない。

（営業保証金）

第七条　旅行あつ
、、
旋業の登録を受けた者（以下「旅行あつ

、、
旋業者」という。）は、営業保

証金を供託しなければならない。

２　旅行あつ
、、
旋業者は、営業保証金の供託をしたときは、供託物受入の記載ある供託書の

写を添附して、その旨を運輸大臣に届け出なければならない。

３　旅行あつ
、、
旋業者は、前項の届出をした後でなければ、その事業を開始してはならない。

４　運輸大臣は、旅行あつ
、、
旋業者の登録をした場合において、登録の告示をした日から四

十日以内に旅行あつ
、、
旋業者が第二項の届出をしないときは、当該旅行あつ

、、
旋業の登録を



取り消すことができる。

（変更登録の申請）

第八条　旅行あつ
、、
旋業者は、第四条第一項第二号から第五号までに掲げる事項について変

更があつたときは、その日から三十日以内に、その旨の変更の登録を運輸大臣に申請し

なければならない。

２　第五条及び第六条の規定は、前項の規定による変更の申請があつた場合に準用する。

（営業保証金の額等）

第九条　第七条第一項の規定による営業保証金の額は、一般旅行あつ
、、
旋業の登録を受けた

者（以下「一般旅行あつ
、、
旋業者」という。）の主たる営業所につき二十万円、その他の

営業所につき営業所ごとに五万円、邦人旅行あつ
、、
旋業の登録を受けた者（以下「邦人旅

行あつ
、、
旋業者」という。）の主たる営業所につき五万円、その他の営業所につき営業所

ごとに二万円の割合による金額の合計とする。但し、その額は、一般旅行あつ
、、
旋業者に

ついては五十万円、邦人旅行あつ
、、
旋業者については二十万円をそれぞれこえないものと

する。

２　第七条第一項の規定による営業保証金は、運輸省令で定めるところにより、国債証券

をもつて、これに充てることができる。

３　第七条第一項の規定による営業保証金の供託は、運輸大臣の指定する供託所にこれを

しなければならない。

（営業所新設の場合の営業保証金）

第十条　旅行あつ
、、
旋業者は、事業の開始後、新たに営業所を設置したときは、当該営業所

につき前条第一項本文に規定する割合の金額の営業保証金を供託しなければならない。

但し、その者が供託する営業保証金の総額が、その者が一般旅行あつ
、、
旋業者である場合

において五十万円をこえ、又はその者が邦人旅行あつ
、、
旋業者である場合において二十万

円をこえることとなるときは、その超過分については、この限りでない。

２　第七条第二項から第四項まで並びに前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定によ

り供託をする場合に準用する。

（代理店）

第十一条　前二条及び第二十一条の規定の適用については、旅行あつ
、、
旋業者の代理店は、

営業所とみなす。

（料金）

第十二条　旅行あつ
、、
旋業を営む者は、運輸省令で定めるところにより、旅行あつ

、、
旋の料金

を定め、その実施前に運輸大臣に届け出なければならない。これを変更する場合も同様

とする。

２　運輸大臣は、前項の料金が左の各号の一に該当すると認めるときは、旅行あつ
、、
旋業を

営む者に対し、その変更を命ずることができる。

一　能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものをこえるものであ



るとき。

二　特定の者に対して不当な差別的取扱をするものであるとき。

（不正行為の禁止）

第十三条　旅行あつ
、、
旋業者を営む者は、前条の規定による料金の届出をしないで料金を収

受し、又は届け出た料金をこえて料金を収受し、その他旅行あつ
、、
旋に関し不正な行為を

してはならない。

（名義利用等の禁止）

第十四条　旅行あつ
、、
旋業を営む者は、その名義を他人に旅行あつ

、、
旋業のため利用させては

ならない。

２　旅行あつ
、、
旋業を営む者は、営業の貸渡その他いかなる方法をもつてするかを問わず、

旅行あつ
、、
旋業を他人にその名において経営させてはならない。

（事業の廃止等）

第十五条　旅行あつ
、、
旋業者は、その事業を廃止し、又は事業の全部を譲渡したときは、そ

の日から三十日以内に、その旨を運輸大臣に届け出なければならない。

２　旅行あつ
、、
旋業者たる法人が左の各号の一に掲げる場合に該当することとなつたときは、

当該各号に掲げる者は、その日から三十日以内に、その旨を運輸大臣に届け出なければ

ならない。

一　法人が合併により消滅した場合においては、その業務を執行する役員であつた者

二　法人が合併又は破産以外の事由により解散した場合においては、その清算人

三　法人が破産により解散した場合においては、その破産管財人

３　旅行あつ
、、
旋業者が死亡したときは、相続人は、被相続人の死亡を知つた日から三十日

以内にその旨を運輸大臣に届け出なければならない。

４　旅行あつ
、、
旋業者が死亡した場合において、相続人が被相続人の死亡後六十日以内に登

録の申請をしたときは、相続人は、被相続人の死亡の日からその登録があつた旨又は登

録を拒否する旨の通知を受ける日まで引き続き旅行あつ
、、
旋業を営むことができるものと

し、この間の営業については、被相続人の受けた旅行あつ
、、
旋業の登録は、相続人が受け

たものとみなし、被相続人の供託した営業保証金は、相続人が供託したものとみなす。

（営業保証金についての権利の承継等）

第十六条　旅行あつ
、、
旋業者が死亡し、旅行あつ

、、
旋業者たる法人が合併により消滅し、又は

旅行あつ
、、
旋業者がその事業の全部を譲渡したため、第二十条の規定による登録のまつ

、、
消

があつた場合において、その日から六箇月以内に、その相続人、合併後存続する法人若

しくは合併により設立された法人又はその事業の譲受人が旅行あつ
、、
旋業の登録を受け、

且つ、第七条第一項、第十条第一項及び第十八条第一項の規定により旅行あつ
、、
旋業者で

あつた者が供託した営業保証金につき権利を承継した旨の届出を運輸大臣にしたときは、

その営業保証金は、新たに旅行あつ
、、
旋業者となつた者が第七条第一項の規定により供託

した営業保証金とみなす。



２　前項の届出をする場合には、供託物受入の記載ある供託書の写及びその営業保証金に

つき権利を承継した事実を証明する書面を添附しなければならない。

３　第一項の届出は、第七条第三項及び第四項の規定の適用については、同条第二項の規

定による届出とみなす。

４　第一項の場合において、その営業保証金につき、旅行あつ
、、
旋業者であつた者との取引

によつて生じた債権に関し、次条第一項の権利を有する者があるときは、同条同項の権

利の実行については、その債権は、新たに旅行あつ
、、
旋業者となつた者との取引によつて

生じた債権とみなす。

（営業保証金の還付）

第十七条　旅行あつ
、、
旋業者と旅行あつ

、、
旋に関し取引をした者は、その取引によつて生じた

債権に関し、第七条第一項、第十条第一項及び次条第一項の規定により供託された営業

保証金について、その債権の弁済を受ける権利を有する。

２　前項の権利の実行に関し必要な事項は、省令で定める。

（営業保証金の不足額の供託）

第十八条　旅行あつ
、、
旋業者は、前条第一項の権利を有する者がその権利を実行したため、

営業保証金が第九条第一項に規定する額に不足することとなつたときは、省令で定める

日から三十日以内に、その不足額を供託しなければならない。

２　第七条第二項及び第四項並びに第九条第二項及び第三項の規定は、前項の規定により

供託する場合に準用する。この場合において、第七条第四項中「登録の告示をした日か

ら四十日以内」とあるのは「第十八条第一項の省令で定める日から三十日以内」と読み

替える。

（登録の取消等）

第十九条　運輸大臣は、旅行あつ
、、
旋業を営む者が左の各号の一に該当するときは、六箇月

以内の期間を定めて業務の停止を命じ、又は登録を取り消すことができる。

一　この法律又はこれに基く処分に違反したとき。

二　第六条第一項第二号若しくは第四号から第七号までの一に掲げる者に該当すること

となつたとき、又は登録当時第六条第一項各号の一に掲げる者に該当していたことが

判明したとき。

三　不正の手段により第五条の規定による登録を受けたとき。

２　第六条第二項の規定は、前項の場合に準用する。

（登録のまつ
、、
消）

第二十条　運輸大臣は、第七条第四項（第十条第二項又は第十八条第二項において準用す

る場合を含む。）若しくは前条第一項の規定による登録の取消をしたとき、又は第十五

条の規定による届出があつたときは、当該旅行あつ
、、
旋業の登録をまつ

、、
消し、且つ、その

旨を告示しなければならない。

（営業保証金の取りもどし）



第二十一条　前条の規定による登録のまつ
、、
消があつたときは、旅行あつ

、、
旋業者であつた者

又はその承継人は、供託した営業保証金を取りもどすことができる。旅行あつ
、、
旋業者が

一部の営業所を廃止した場合において、営業保証金の額が第九条第一項に規定する額を

こえることとなつたときにおけるその超過額についても、また同様とする。

２　前項の営業保証金の取りもどしは、当該営業保証金につき第十七条第一項の権利を有

する者に対し六箇月を下らない一定期間内に申し出るべき旨を公告し、その期間内にそ

の申出がなかつた場合でなければ、これをすることができない。但し、営業保証金を取

りもどすことができる事由が発生した時から十年を経過したときは、この限りでない。

３　前項の公告その他営業保証金の取りもどしに関し必要な事項は、省令で定める。

（登録手数料）

第二十二条　第四条の規定による登録の申請をする者は、千円以下の範囲内において、政

令で定める額の手数料を納めなければならない。

（聴聞）

第二十三条　運輸大臣は、第七条第四項（第十条第二項又は第十八条第二項において準用

する場合を含む。）、第十二条第二項又は第十九条第一項の処分をしようとするときは、

当該処分に係る者に対し、あらかじめ期日及び場所を通知して、公開による聴聞をしな

ければならない。当該処分に係る者又はその代理人は、聴聞の場所において意見を述べ、

及び証拠を提出することができる。

（職権の委任）

第二十四条　この法律に規定する運輸大臣の職権の一部は、政令で定める行政庁に行わせ

ることができる。

（訴願）

第二十五条　この法律の規定により行政庁のした処分に不服のある者は、訴願をすること

ができる。

（報告）

第二十六条　運輸大臣は、第一条の目的を達成するため必要があると認めるときは、旅行

あつ
、、
旋業を営む者又はこれらの者の組織する団体に、運輸省令で定める手続きに従い、

その業務に関し、報告をさせることができる。

（適用の除外）

第二十七条　この法律の規定は、国の行う事業には、適用しない。

（罰則）

第二十八条　左の各号の一に該当する者は、十万円以下の罰金に処する。

一　第三条第一項の規定に違反して一般旅行あつ
、、
旋業を営んだ者

二　第七条第三項（第十条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反してそ

の事業を開始した一般旅行あつ
、、
旋業者

三　第八条第一項の規定による変更の登録を受けないで新たに設置した営業所若しくは



代理店においてその事業を開始した一般旅行あつ
、、
旋業者

四　第十四条の規定に違反してその名義を他人に利用させ、又は旅行あつ
、、
旋業を他人に

経営させた一般旅行あつ
、、
旋業者

第二十九条　左の各号の一に該当する者は、五万円以下の罰金に処する。

一　第三条第一項の規定に違反して邦人旅行あつ
、、
旋業を営んだ者

二　第七条第三項（第十条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反してそ

の事業を開始した邦人旅行あつ
、、
旋業者

三　第八条第一項の規定による変更の登録を受けないで新たに設置した営業所若しくは

代理店においてその事業を開始した邦人旅行あつ
、、
旋業者

四　第十二条第一項の規定による料金の届出をしないで料金を収受し、又は届け出た料

金をこえて料金を収受した者

五　第十二条第二項の規定による命令に違反した者

六　第十四条の規定に違反してその名義を他人に利用させ、又は旅行あつ
、、
旋業を他人に

経営させた邦人旅行あつ
、、
旋業者

七　第十九条第一項の規定による業務の停止の命令に違反した者

第三十条　第八条第一項の規定に違反して変更の登録を申請しなかつた者は、一万円以下

の罰金に処する。

第三十一条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員がその法

人又は人の業務に関し第二十八条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰す

る外、その法人又は人に対しても、各本条の刑を科する。但し、法人又は人の代理人、

使用人その他の従業者が当該違反行為を防止するため当該業務に対し相当の注意及び監

督が尽されたことの証明があつたときは、その法人又は人については、この限りでない。

第三十二条　左の各号の一に該当する者（法人である場合はその代表者）は、一万円以下

の過料に処する。

一　第十五条第一項から第三項までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

二　第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者

附　則

（施行期日）

１　この法律の施行期日は、公布の日から起算して九十日をこえない期間内において、政

令で定める。

（経過規定）

２　この法律の施行の際、現に旅行あつ
、、
旋業を営んでいる者は、この法律の施行の日から

九十日間は、第三条又は第十二条第一項の規定にかかわらず、登録を受けず、又は料金

の届出をしないでも旅行あつ
、、
旋業を営むことができる。

３　運輸省設置法（昭和二十四年法律第百五十七号）の一部を次のように改正する。

第四条第一項第十四号の十三の次に次の一号を加える。



十四の十四　旅行あつ
、、
旋業を登録すること。

第二十二条第一項第二十三号の次に次の一号を加える。

二十三の二　旅行あつ
、、
旋業の登録に関すること。



理　由

　旅行あつ
、、
旋業の健全な発達を図り、日本人及び外国人の旅客の接遇の向上に資するため、

旅行あつ
、、
旋業に関する規律を定める必要がある。これが、この法律案を提出する理由であ

る。


